
◇日時・・・・ 2017年 ７月 ６日（木） １３:３０～１６:３０ 開場１３:００

◇会場・・・・ ホテルレオパレス博多 ３Fイベントホール
福岡市博多区博多駅東2-5-33 TEL092-482-1212

◇受講料・・ 無 料

◇定員・・・・ ５０名（先着順）

Ｍ＆Ａにおける税務上の留意点
～第三者への承継と組織再編に係るポイント～

M&Aにおける税務上の留意点【第１部】
13：30～16：00

【第２部】
16：00～16：30

企業評価システム機能説明

1.第三者への承継としてのM＆A
2.M＆Aの実際の流れ
3.M＆Aの⼿法と税務上の留意点

(スキーム：株式譲渡、事業譲渡、合併、会社分割について)
4.組織再編税制の失敗事例
5.企業評価について

今後益々ニーズの⾼まる事業承継に対してどのような準備が必要か？ Ｍ＆Ａの流れから譲渡するための
判断基準、譲渡を希望する顧問先企業のオーナーが⼀番気になる“⾃分の会社はいくらになるのか？”を
⼿順に沿って、留意点や税務上の問題点を会計事務所としてどう関与したらよいかを提⾔します。

講 師：MJS税経システム研究所 客員研究員
公認会計⼠ 棟⽥ 裕幸 ⽒

講 師：mmap社員（株式会社MJS M&Aパートナーズ）

------ ご記入いただく情報について -----
ご記入いただくお客様の個人情報は、当イベントの受付にあたり名簿作成を行いお客様への対応をする上で必要なものです。お申し込みいただいた個人情報につきましては、セミナー講師、協賛各社および業務委託
先へ提供する場合があります。また、お預かりした情報は、今後の各種イベント、セミナーのご案内や当社および協賛各社からの製品情報のご案内に、利用させていただくことがあります。ご案内が不要なお客様は、
当社にご連絡をいただければ電子メール、ＤＭなどの送信発送を中止いたします。当社では、記入していただいた情報を当社個人情報保護方針に則り適切に管理し、お客様の承諾なく上記以外の第三者に開示・提
供することはありません。当社の個人情報保護に関するお問い合わせは、「個人情報お問い合わせ窓口」にお願いいたします。
電話：03-5361-7011(平日9：00～12：00、13：00～17：00受付) FAX：03-5360-3430 Email：priv@mjs.co.jp 当社セキュリティポリシー：http://www.mjs.co.jp/securitypolicy/index.html

お問合せ

株式会社ミロク情報サービス 福岡⽀社
〒812-0016
福岡市博多区博多駅南2-1-9ヤマエ博多駅南ビル３F
TEL： 092-481-3690 担当 ：今村・松ケ迫

株式会社ミロク情報サービス 営業推進部
東京都新宿区西新宿1-25-1 新宿センタービル48F

ＴＥＬ：03-5326-0381

顧問先様に事業承継のご提案をするためには、企業評価等の説明資料が必要となります。
この度、ACELINK NX-Pro の追加機能として M&Aの観点から株価算定を⾏える“企業評価システム”を開発
しました。本システムの概要説明を⾏います。

会計事務所向けセミナー（企業参加可） 主催：株式会社ミロク情報サービス
共催：株式会社MJS M&Aパートナーズ

Ｍ＆Ａにおける税務上の留意点セミナー申込書 ＦＡＸ： ０９２-４７２-４０５２

※セミナー開催日1週間前にメール（アドレス記載がない場合はＦＡＸ）にて受講票をお送りいたします。届かない場合はご連絡ください。

＠

貴事務所／貴社名

ご住所

Ｅ-ｍａｉｌ

ＴＥＬ （ ）

参加者名

ＦＡＸ （ ）

部 署/ 役職

Ｅ-ｍａｉｌ

参加者名

部 署/ 役職

Ｅ-ｍａｉｌ

参加者名

部 署/ 役職

〒（ － ）

会計事
務所向
（企業可）

定員
５０名

事前
登録制

参加
無料

略歴：1978年明治⼤学商学部卒業。
1995年棟⽥公認会計⼠･税理⼠事務所開設（2014年 ⼀番町共同会計
事務所に名称変更）、1999年株式会社BSM設⽴。平成18年度公認会計
⼠修了試験経営科⽬出題委員、株式会社TFR総合研究所取締役。
2010年監査法⼈アヴァンティア パートナー。
主な著書：『会社合併実務必携 ⽇本税理⼠連合会編集』（共著）法令出
版、『平成25年度税制改正の要点整理』（共著）清⽂社、『組織再編の⼿法
と会計・税務Q&A 第2版』（共著）中央経済社、『Q&A⾃⼰株式の実務』
（共著）、新⽇本法規、『詳説⾃社株評価Q&A-改訂版-』（共著）清⽂社、
『Q&A株主資本の実務』（共著）新⽇本法規、『種類株式・新株予約権の活
⽤と会計･税務』（共著）中央経済社、『会社法関係法務省令逐条実務詳
解』（共著）清⽂社、他。『T＆Aマスター』、『税務弘報』にも多数執筆。


